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研究成果の概要（和文）：１．国内企業、教育機関に対するアンケート調査、インタビュー調査

等を実施し、インターンシップ・実習と就職・採用との関連について、以下の特徴的な事例が

みられた。1) インターンシップ・実習と就職・採用との関連は少なくない、2) 学校での専門

分野と卒業後の仕事の関係が明確な分野ほど成立しやすい。 
２．海外における教育機関、企業等に対するインタビュー調査、文献調査等を実施し、以下の

事例がみられた。1) 大学において実施している産学連携教育の目的の一つとして就職が挙げら

れるケースが数多くみられた。2) 企業においても産学連携教育を採用目的として実施している

ケースが数多くみられた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
1. Conducted questionnaire surveys and interviews of domestic companies and 
educational institutions. We observed the following characteristic examples in the 
relationship between internships, training and job hunting, and employment. 1) The 
relationship between internships, training and job hunting, and employment is not 
insignificant. 2) In fields where the relationship between the specialized field studied 
in school and the work being done after graduation is clear, it is easier to get 
established. 
2. Conducted interviews and document-based research of overseas institutes of 
education and companies. We observed the following examples. 1) There were many 
cases where one objective for work integrated learning for universities was to increase 
the success of job hunting activities. 2) There were also many cases for companies 
where the objective of work integrated learning was employment. 
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１．研究開始当初の背景 
日本では大学におけるインターンシップ

は就業体験型の２週間型が中心であり、教育

面においてその質的拡充を図る観点から、長

期型・実践型のインターンシップへの転換を

模索している。また、政策的にもこれらのイ

ンターンシップに対する支援を積極的に推

進している。しかし、これはインターンシッ

プの一方の当事者である大学・学生側の論理

であり、もう一方の主体である受入企業側の

論理、特に、受入企業のメリットについては

必ずしも明確ではない。インターンシップを

短期・長期という期間や就業体験・職業実践

という内容による軸で教育段階あるいはキ

ャリア発達段階における教育的意義や効果

についての研究はあるが、企業のメリットに

ついて体系的な研究は皆無である。 
一方、大卒者の採用に当たっては、景気悪

化に伴う求人数の大幅な減少による就職難

という問題だけではなく、意識、能力等のミ

スマッチなどの構造的な問題も顕在化して

いる。特に、就職・採用活動における学生・

企業双方の情報の非対称性（企業側からみれ

ば「人物がわからない」、学生側からみれば

「企業がわからない」）という状況の中で結

果として早期の就職活動が慣行化しており、

大学教育への弊害も指摘されている。採用減

とはいえ毎年大量の新規学卒者を採用する

大企業にとっては、こうしたシステムの中で

学生に対する交渉力を維持できるが、少人数

の採用である中堅企業にとっては優秀な大

卒者の確保が非常に困難になっている。 
しかしながら、インターンシップと就職と

の関係に着目した研究は、事例としてはいく

つかの研究はあるものの、実習と就職を結び

つけるメリットやデメリットあるいは有効

なシステムのあり方については体系的な研

究がなされていない。むしろ、日本では、イ

ンターンシップを就職に結びつけることに

対しては一種のタブーが存在しており、こう

した研究はほとんどなされていないのが実

情である。 
したがって、本研究では、国内外でのアン

ケート調査及びインタビュー調査等の分析

により、以下２で示す項目について明らかに

することを目的として実施する。 
 
２．研究の目的 
就業体験が中心である現在のインターン

シップなどの産学連携教育を大学生の就職

システム、教育から社会への移行システムの

一方策として位置付けるため、その現状と可

能性について国内外でのアンケート調査及

びインタビュー調査等の分析により明らか

にする。本研究の具体的な目的は以下のとお

りである。 
(1)日本国内で長期のインターンシップと就

職を関連付ける仕組みが実施されている

事例を洗い出し、その成功要因やメリッ

ト・デメリットを明らかにする。 
(2)インターンシップを就職に結びつけるこ

とに対する大学側と企業側の意向や障害

を明らかにする。 
(3)海外における産学連携教育による教育か

ら社会への移行についての実施事例を収

集・分析するとともに、大学、企業あるい

は行政における支援内容などを明らかに

する。 
(4)これらを通じ、実習と就職の関連付けが成

立する要因を国の特性を超えて共通にみ

られる普遍性及び差異性を分類し、これら

を体系的に整理することにより実習と就

職を結びつける規定要因を明らかにする。 
(5)実習をベースにした就職システムのあり

方、ガイドラインなどを提示し、複線型就

職システムについての提言を行う。 
 
３．研究の方法 
(1)国内調査 

 ①定量的調査（アンケート調査） 

対象：教育機関、企業 

 ②定性的調査（インタビュー調査） 

対象：教育機関（大学、専門学校等）、

企業 

(2)海外調査 

 ①定性的調査（インタビュー調査） 

調査対象国：欧州、米国、中国 

調査対象：教育機関、企業 

 ②文献調査 

調査対象国（欧州、米国、中国）を中心

に大卒者の就職及び実習に関する文献を

収集し、分析を行う。 

(3)総括 

(1)及び(2)の調査結果をもとに、事例紹

介や教育機関、企業双方の課題、意識を明

らかにするとともに、調査対象国の特性を

超えて共通にみられる普遍性及び差異性を

分類し、これらを体系的に整理することに

より実習と就職を結びつける規定要因等に

ついて詳細な分析を行う。同時に、今後の

日本の複線型就職システムの構築に向けた

提言を行う。 

 
４．研究成果 



(1)「インターンシップ・実習」やアルバイ
トと就職・採用の関係 
①大学の実態（アンケート調査より） 
 インターンシップ・実習先の企業等へ参加
学生の採用を依頼したケースがあると回答
した大学・学部は、12.1％であり、そのうち
91.0％の大学・学部が採用されたことがある
と回答している。逆に、インターンシップ・
実習先の企業等から参加学生の就職を依頼
されたケースがあるのは、28.5％であり、そ
のうち、67.5％の大学・学部は採用されたこ
とがあると回答している。また、結果として
インターンシップ・実習先に参加学生が就職
したケースがあると回答した大学・学部は
60.6％となっている。このように、現実には、
インターンシップと就職が結びついている
ケースは数多くある。 
②企業の実態（アンケート調査より） 
 当該企業のインターンシップ・実習に参加
した学生が新卒採用にエントリーしたこと
があると回答した企業は 49.4％とほぼ半数
となっている。そのうち、実際に採用したこ
とがある企業は 72.9％となっている。逆に企
業側からインターンシップ・実習に参加した
学生に対して就職を働きかけたことがある
企業は 31.7％となっており、そのうち 65.0％
は採用したことがあると回答している。 
 また、当該企業でアルバイトしている学生
が新卒採用にエントリーしたことがあると
回答した企業は 20.8％となっており、インタ
ーンシップと比較して少なくなっている。そ
のうち、実際に採用したことがある企業は、
82.1％となっている。逆に、企業側からアル
バイトをしている学生に対して就職を働き
かけたことがある企業は 20.3％となってお
り、そのうち 76.9％は採用したことがあると
回答している。このように、企業においても
インターンシップと採用が結びついている
ケースは数多くあるが、一方で、アルバイト
については、インターンシップよりも少なく
なっている。 
(2)「インターンシップ・実習」を就職・採
用に結びつけることについての考え方 

まず、インターンシップを新規学卒者の採

用・就職に結びつけることに対しては、大

学・学部、企業とも過半数が「賛成」（大学・

学部 16.8％、企業 20.4％）または「どちら

かといえば賛成」（同 42.9％、48.7％）と回

答しているが、その割合は企業の方がやや高

くなっている。 

 また、「賛成」または「どちらかといえば

賛成」と回答した企業及び大学にその理由を

尋ねると、企業では、「学生に自社の本当の

姿を知ってもらうことができるから」

（81.0％）、「従来の採用活動よりも「インタ

ーンシップ・実習」の方が学生の能力を把握

しやすいから」（67.4％）の２つが他の項目

に比べかなり多くなっている。大学では、「学

生がその企業の実情を知った上で、企業選び

ができるから」（81.4％）、「企業等が求めて

いる能力、技能、資格を学生が知ることがで

きるから」（54.1％）、「企業等に学生の能力

を把握してもらえるから」（42.5％）などの

項目が多くなっている。これらは学生の能力

把握や企業の実情把握に関する項目であり、

情報の非対称性を補う方法としてインター

ンシップをあげているといえる。 

 一方、「反対」または「どちらかといえば

反対」と回答した企業及び大学にその理由を

尋ねると、企業では、「「インターンシップ・

実習」はそもそも採用を目的として実施して

いるわけではないから」（64.9％）、「「インタ

ーンシップ・実習」を実施できる人数には限

りがあり、その中から採用者を選考するのは

困難であるから」（33.8％）、「「インターンシ

ップ・実習」に参加できない学生が不利にな

ってしまうから」（33.8％）などの項目が多

くなっている。大学では、「「インターンシッ

プ・実習」はそもそも採用を目的として実施

しているわけではないから」（82.6％）、「就

職活動の時期が早くなり、教育活動に支障を

及ぼすから」（39.1％）、「「インターンシッ

プ・実習」に参加できない学生が就職におい

て不利になるから」（37.7％）などの項目が

多くなっている。両者ともインターンシップ

の本来の目的と異なる点があがっているが、

企業側はインターンシップの実施にあたっ

ての人数の制約を理由としてあげているの

に対し、大学側は教育活動への影響やインタ

ーンシップ参加学生の量的制約などがあが

っている。 

(3)海外の事例 

海外においては、産学連携教育と就職との

関連を当然のように受け止めている。しかし、

成立する要因、背景をみると、単純に比較す

ることは困難である。例えば、フィンランド

では、日本と比較し、大企業が少なく、大量

の新卒一括採用という現象はあまりみられ

ない。また、大学での専門分野と採用職種と

の関連がより深いことなどの特徴も見られ

る。したがって、海外の産学連携システムや

これに基づく就職・採用システムをそのまま

我が国に当てはめることはできないが、海外

と日本を比較し、同国で可能となっている要

因を抽出することにより、日本国内での可能

性を探ることができると思われる。可能な要

因をみると、産学連携教育プログラム自体が

長期間であること、企業における実習の内容

が大学での専門分野と密接に関連している



ことなどがあげられる。 
(4)まとめ 

①国内企業、教育機関に対するアンケート調

査、インタビュー調査等を実施し、インター

ンシップ・実習と就職・採用との関連につい

て、次のような特徴的な事例がみられた。イ

ンターンシップ・実習と就職・採用との関連

は少なくなく、その中でも、専門職（専門的

な職業）、学校での専門分野と卒業後の仕事

の関係が明確な分野、学生の採用が困難な企

業、採用者の能力の判断が難しい企業・職種、

採用者数が少ない企業ほど成立しやすいこ

とが明らかになった。 
②海外における教育機関、企業等に対するイ

ンタビュー調査、文献調査等を実施し、次の

ような事例がみられた。大学において実施し

ている産学連携教育の目的はかなり多様で

あるが、その一つとして就職が挙げられるケ

ースが数多くみられた。また、企業において

も産学連携教育を採用目的として実施して

いるケースが数多くみられた。 

日本においてもすべての企業が大量の新

卒一括採用を行なっているわけではなく、多

様な採用活動の中でインターンシップと採

用を関連付けた採用方法に合致する企業も

あるのではないかと推測される。今後、詳細

な調査研究を行うことにより、日本における

産学連携教育と採用活動の可能性、その要因

などを探っていきたい。 
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